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私
学
助
成
に
つ
い
て
は
、
私
立
学
校
が
我

が
国
の
学
校
教
育
に
お
い
て
果
た
し
て
い
る

役
割
の
重
要
性
に
鑑
み
、
私
立
学
校
振
興
助

成
法
に
基
づ
き
、
私
立
学
校
の
教
育
研
究
条

件
の
維
持
及
び
向
上
、
学
生
・
生
徒
等
に
か

か
る
修
学
上
の
経
済
的
負
担
の
軽
減
を
図
る

と
と
も
に
私
立
学
校
の
経
営
の
健
全
性
を
高

め
る
た
め
、
そ
の
充
実
に
努
め
て
い
る
と
こ

ろ
で
す
。

平
成
二
十
五
年
度
概
算
要
求
は
、
二
十
四

年
八
月
十
七
日
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
「
平
成

二
十
五
年
度
予
算
の
概
算
要
求
組
替
え
基
準

に
つ
い
て
」
に
基
づ
き
行
う
こ
と
と
さ
れ
、

文
部
科
学
省
全
体
と
し
て
は
、
少
子
高
齢
化

等
の
社
会
構
造
の
変
化
に
対
応
し
な
が
ら
、

フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
を
切
り
ひ
ら
き
、
創
造
力
豊

か
な
人
材
と
優
れ
た
科
学
技
術
に
よ
り
日
本

再
生
を
実
現
す
る
た
め
、
多
様
な
人
材
を
輩

出
す
る
教
育
改
革
の
推
進
、
ス
ポ
ー
ツ
・
文

化
芸
術
の
振
興
、
グ
リ
ー
ン
及
び
ラ
イ
フ
分

野
を
中
心
と
し
た
科
学
技
術
の
推
進
に
資
す

る
施
策
を
未
来
へ
の
先
行
投
資
と
し
て
「
特

別
重
点
要
求
及
び
重
点
要
求
」
に
お
い
て
計

上
し
ま
し
た
。
ま
た
、
学
校
施
設
の
復
旧
・

耐
震
化
や
原
子
力
災
害
か
ら
の
復
興
支
援
な

ど
、被
災
地
の
要
望
等
を
踏
ま
え
つ
つ
、「
東

日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
基
本
方
針
」
に
基

づ
き
、
震
災
・
原
発
事
故
か
ら
復
活
す
る
施

策
を
着
実
に
実
施
す
る
た
め
に
必
要
な
復
興

対
策
に
か
か
る
経
費
を
計
上
し
ま
し
た
。
こ

れ
ら
を
踏
ま
え
た
概
算
要
求
は
九
月
七
日
に

提
出
し
ま
し
た
。

こ
の
う
ち
、
特
に
、
私
学
助
成
関
係
予
算

に
つ
い
て
は
、
一
般
会
計
で
は
、
一
五
〇
億

円
増
の
四
、
四
八
〇
億
円
（
う
ち
重
点
要
求

額
二
五
二
億
円
）、
ま
た
、
復
興
特
別
会
計

で
は
、
二
五
三
億
円
増
の
四
四
一
億
円
と

な
っ
て
お
り
、
私
学
助
成
全
体
で
四
、
九
二

一
億
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

具
体
的
な
内
容
に
つ
い
て
は
、
次
の
と
お

り
で
す
。

一　

私
立
大
学
等
の
経
常
費
に
対
す
る
補
助

私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
は
、
私
立
の
大

学
、
短
期
大
学
、
高
等
専
門
学
校
の
教
育
又

は
研
究
に
か
か
る
経
常
的
経
費
に
つ
い
て
補

助
す
る
も
の
で
す
。

二
十
五
年
度
概
算
要
求
に
お
い
て
は
、
建

学
の
精
神
や
特
色
を
生
か
し
た
私
立
大
学
等

の
教
育
研
究
活
動
を
支
援
す
る
た
め
の
基
盤

的
経
費
を
充
実
す
る
と
と
も
に
、
被
災
地
に

あ
る
大
学
の
安
定
的
教
育
環
境
の
整
備
や
授

業
料
減
免
等
へ
の
支
援
を
充
実
し
ま
す
。

特
に
、「
大
学
改
革
実
行
プ
ラ
ン
」
に
基

づ
き
、
大
学
教
育
の
質
的
転
換
や
、
特
色
を

発
揮
し
て
地
域
の
発
展
を
重
層
的
に
支
え
る

平
成
二
十
五
年
度　

私
学
助
成
関
係
予
算
の
概
算
要
求

文
部
科
学
省
高
等
教
育
局
私
学
部
私
学
助
成
課

大
学
づ
く
り
、
産
業
界
や
国
内
外
の
大
学
等

と
連
携
し
た
教
育
研
究
な
ど
、
私
立
大
学
等

が
組
織
的
・
体
系
的
に
取
り
組
む
大
学
改
革

の
基
盤
充
実
を
図
る
た
め
、
基
盤
的
経
費
と

し
て
の
基
本
性
格
を
踏
ま
え
た
上
で
、
経
常

費
・
施
設
費
・
設
備
費
を
一
体
と
し
て
重
点

的
に
支
援
す
る
「
私
立
大
学
等
改
革
総
合
支

援
事
業
」（
左
図
）
を
新
た
に
二
〇
〇
億
円

重
点
要
求
（
大
学
等
経
常
費
は
一
二
五
億
円

で
、
一
般
補
助
、
特
別
補
助
の
内
数
）
し
て

い
ま
す
。

一
般
補
助
で
は
、
教
職
員
給
与
費
な
ど
大

学
等
の
運
営
に
不
可
欠
な
教
育
研
究
に
か
か

る
経
常
的
経
費
に
つ
い
て
八
一
億
円
増
の
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二
、
八
七
五
億
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

特
別
補
助
で
は
、
①
大
学
等
の
国
際
交
流

の
基
盤
整
備
へ
の
支
援
、
②
社
会
人
の
組
織

的
な
受
入
れ
へ
の
支
援
、
③
授
業
料
減
免
等

の
充
実
や
学
生
の
経
済
的
支
援
体
制
へ
の
支

援
、
④
被
災
学
生
授
業
料
減
免
等
、
被
災
私

立
大
学
等
復
興
特
別
補
助
な
ど
、
我
が
国
の

成
長
を
支
え
る
人
材
育
成
の
取
組
の
整
備
等

を
図
る
た
め
、
一
一
億
円
増
の
四
〇
六
億
円

を
要
求
す
る
と
と
も
に
、
復
興
特
別
会
計
に

お
い
て
も
被
災
学
生
へ
の
授
業
料
減
免
へ
の

支
援
な
ど
六
五
億
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

こ
れ
ら
を
含
め
た
私
立
大
学
等
経
常
費
補

助
全
体
は
、
八
二
億
円
増
の
三
、
三
四
五
億

円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

二　

 

私
立
高
等
学
校
等
の
経
常
費
助
成
費

等
に
対
す
る
補
助

私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
等
補
助

は
、
私
立
の
高
等
学
校
、
中
等
教
育
学
校
、

中
学
校
、
小
学
校
、
幼
稚
園
及
び
特
別
支
援

学
校
に
経
常
費
助
成
を
行
う
都
道
府
県
に
対

し
て
、
国
が
そ
の
一
部
を
補
助
す
る
も
の
で

す
。二

十
五
年
度
概
算
要
求
に
お
い
て
は
、
一

般
補
助
の
生
徒
等
一
人
あ
た
り
単
価
を
増
額

す
る
と
と
も
に
、待
機
児
童
解
消
等
の
た
め
、

私
立
幼
稚
園
に
お
け
る
預
か
り
保
育
推
進
事

業
等
の
子
育
て
支
援
の
一
層
の
充
実
を
図
る

た
め
、五
一
億
円
を
重
点
要
求
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
の
育
成
の
た
め

に
、
教
育
の
国
際
化
を
推
進
す
る
取
組
や
、

い
じ
め
問
題
等
に
対
応
し
児
童
・
生
徒
の
教

育
相
談
体
制
の
整
備
を
行
う
私
立
高
等
学
校

等
に
対
す
る
支
援
を
充
実
す
る
ほ
か
、
障
害

の
あ
る
幼
児
が
在
園
す
る
私
立
幼
稚
園
へ
の

支
援
の
充
実
を
図
り
ま
す
。

こ
れ
ら
を
含
め
た
私
立
高
等
学
校
等
経
常

費
全
体
は
、
二
四
億
円
増
の
一
、
〇
三
〇
億

円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

三　

 

私
立
学
校
の
施
設
・
設
備
に
対
す
る

補
助

私
立
学
校
の
施
設
・
設
備
整
備
費
補
助
に

つ
い
て
は
、
第
一
に
、
東
日
本
大
震
災
の
教

訓
等
を
踏
ま
え
、
学
生
、
生
徒
等
の
安
全
性

を
確
保
す
る
観
点
か
ら
学
校
施
設
の
耐
震
化

が
急
務
と
な
っ
て
お
り
、
引
き
続
き
、
耐
震

化
等
防
災
機
能
強
化
を
推
進
す
る
こ
と
が
重

要
と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
た
め
、
二
十
五
年
度
概
算
要
求
に
お

い
て
は
、
各
学
校
法
人
等
の
積
極
的
な
取
組

に
応
え
ら
れ
る
耐
震
化
予
算
を
要
求
し
、「
私

立
学
校
施
設
防
災
機
能
強
化
集
中
支
援
プ
ラ

ン
」（
平
成
二
十
四
年
一
月
策
定
）
に
よ
り
、

学
校
施
設
の
耐
震
補
強
や
非
構
造
部
材
の
耐

震
対
策
、
備
蓄
倉
庫
・
自
家
発
電
設
備
等
の

防
災
機
能
強
化
等
へ
の
支
援
の
充
実
を
図
る

た
め
、
復
興
特
別
会
計
を
中
心
に
、
三
六
〇

億
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

そ
の
際
、
耐
震
補
強
工
事
に
お
け
る
上
限

額
、
下
限
額
の
緩
和
な
ど
耐
震
化
の
推
進
に

寄
与
す
る
制
度
の
改
善
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
私
立
学
校
施
設
の
耐
震
化
の
一
層

の
加
速
を
支
援
す
る
た
め
、
耐
震
改
修
等
に

か
か
る
長
期
低
利
融
資
の
創
設
等
を
要
求
し

て
い
ま
す
。

な
お
、日
本
私
立
学
校
振
興
・

共
済
事
業
団
の
融
資
を
受
け
て

実
施
さ
れ
る
私
立
の
大
学
・
短

期
大
学
・
高
等
専
門
学
校
並
び

に
高
等
学
校
・
中
等
教
育
学
校
・

中
学
校
・
小
学
校
・
特
別
支
援

学
校
が
行
う
老
朽
校
舎
（
築
三

十
年
以
上
）
及
び
危
険
建
物
と

認
定
さ
れ
た
旧
耐
震
基
準
で
建

設
さ
れ
た
学
校
施
設
（
昭
和
五

十
六
年
以
前
の
建
物
）
の
建
替

え
整
備
事
業
、
私
立
大
学
病
院

の
建
替
え
整
備
事
業
に
つ
い
て

利
子
助
成
を
行
う
私
立
学
校
施

設
高
度
化
推
進
事
業
費
補
助
に

つ
い
て
も
要
求
し
て
い
ま
す
。

第
二
に
、
前
述
の
「
私
立
大

学
等
改
革
総
合
支
援
事
業
」
を

対
象
と
し
て
、
私
立
大
学
等
が

取
り
組
む
大
学
改
革
の
基
盤
充

実
を
図
る
た
め
に
必
要
な
施
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設
・
装
置
の
整
備
を
支
援
す
る
た
め
、
三
〇

億
円
を
重
点
要
求
し
て
い
ま
す
。

第
三
に
、
ア
ス
ベ
ス
ト
対
策
工
事
や
身
体

障
害
者
及
び
高
齢
者
等
の
施
設
利
用
に
配
慮

し
た
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
工
事
、
情
報
教
育
や

教
育
・
研
究
の
基
盤
強
化
な
ど
の
教
育
研
究

機
能
の
高
度
化
の
た
め
の
装
置
・
設
備
の
充

実
、
太
陽
光
発
電
等
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
活
用
に
配
慮
し
た
私
立
学
校
施
設
の
整

備
の
推
進
を
支
援
し
ま
す
。

第
四
に
、
専
修
学
校
に
つ
い
て
は
、
非
構

造
部
材
の
耐
震
対
策
や
防
災
機
能
強
化
の
た

め
に
行
う
工
事
、
エ
コ
改
修
等
に
つ
い
て
新

た
に
補
助
対
象
と
な
る
よ
う
要
求
し
、
そ
の

他
の
事
業
に
つ
い
て
も
専
門
課
程
だ
け
で
な

く
高
等
課
程
も
補
助
対
象
に
な
る
よ
う
要
求

し
て
い
ま
す
。

こ
れ
ら
を
含
め
た
私
立
学
校
の
施
設
・
設

備
費
全
体
は
、
二
五
五
億
円
増
の
四
七
三
億

円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

四　

 

日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業
団

の
貸
付
事
業

日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業
団
の
二

十
五
年
度
の
貸
付
事
業
に
つ
い
て
は
、
私
立

学
校
の
老
朽
校
舎
等
の
建
替
え
整
備
事
業
や

東
日
本
大
震
災
に
よ
る
災
害
復
旧
事
業
を
含

む
施
設
、
設
備
の
整
備
等
に
対
す
る
貸
付
計

画
額
を
六
五
〇
億
円
と
し
、
そ
の
財
源
の
一

部
と
し
て
財
政
融
資
資
金
三
五
五
億
円
を
要

求
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
三
で
既
に
述
べ
た
よ
う
に
私
立
学

校
施
設
の
耐
震
化
等
を
促
進
す
る
た
め
、
日

本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業
団
が
実
施
す

る
長
期
低
利
融
資
制
度
の
拡
充
等
に
伴
う
政

府
出
資
金
一
二
六
億
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

五　

 

私
立
大
学
等
教
育
研
究
活
性
化
設
備

整
備
事
業

前
述
の
「
私
立
大
学
等
改
革
総
合
支
援
事

業
」
に
お
い
て
、
私
立
大
学
等
が
組
織
的
・

体
系
的
に
取
り
組
む
大
学
改
革
の
基
盤
充
実

を
図
る
た
め
、
私
立
大
学
等
の
改
革
取
組
を

設
備
環
境
の
整
備
を
通
じ
支
援
す
る
た
め
、

四
五
億
円
を
重
点
要
求
し
て
い
ま
す
。

六　

私
立
学
校
施
設
の
災
害
復
旧

私
立
学
校
施
設
の
災
害
復
旧
に
つ
い
て

は
、
東
日
本
大
震
災
に
よ
っ
て
被
害
を
受
け

た
私
立
学
校
施
設
を
早
期
に
復
旧
し
、
学
校

教
育
の
円
滑
な
実
施
を
確
保
す
る
た
め
に
、

必
要
な
経
費
を
補
助
す
る
も
の
で
す
。

二
十
五
年
度
概
算
要
求
に
お
い
て
は
、
被

災
し
た
私
立
学
校
施
設
の
う
ち
、
津
波
被
害

地
域
、
警
戒
区
域
等
に
あ
る
復
旧
事
業
未
着

手
等
の
学
校
施
設
の
復
旧
事
業
に
必
要
な
経

費
と
し
て
、
約
一
九
億
円
を
要
求
し
て
い
ま

す
。併

せ
て
、
私
立
学
校
施
設
の
災
害
復
旧
補

助
の
対
象
と
な
る
私
立
学
校
を
設
置
す
る
学

校
法
人
に
対
し
、
教
育
活
動
の
復
旧
に
必
要

な
経
費
を
私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費

補
助
に
お
い
て
支
援
す
る
た
め
、
約
九
億
円

を
復
興
特
別
会
計
に
お
い
て
要
求
し
て
い
ま

す
。
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専
修
学
校
は
、
社
会
の
多
様
な
要
請
に
即

応
し
た
実
践
的
・
専
門
的
な
職
業
教
育
を
行

う
教
育
機
関
と
し
て
大
き
な
役
割
を
果
た
し

て
お
り
、
教
育
基
本
法
に
お
い
て
も
、
専
修

学
校
を
含
め
た
職
業
教
育
の
重
要
性
が
明
ら

か
に
さ
れ
、
そ
の
役
割
は
益
々
高
ま
っ
て
い

ま
す
。

平
成
二
十
四
年
五
月
現
在
、学
校
数
は
三
、

二
四
七
校
、
生
徒
数
は
約
六
五
万
人
と
な
っ

て
お
り
、
特
に
高
等
学
校
卒
業
等
を
入
学
資

格
と
す
る
専
門
課
程
（
専
門
学
校
）
の
生
徒

数
は
約
五
八
万
人
、
専
門
学
校
へ
の
新
規
高

卒
者
の
進
学
率
は
一
六
・
八
％
と
、
大
学
に

次
ぐ
進
学
先
で
あ
り
、
専
門
学
校
は
わ
が
国

の
高
等
教
育
機
関
と
し
て
も
重
要
な
一
翼
を

担
っ
て
い
ま
す
。

文
部
科
学
省
で
は
、
こ
の
よ
う
な
専
修
学

校
の
果
た
す
役
割
の
重
要
性
に
鑑
み
、
専
修

学
校
制
度
の
特
色
を
生
か
し
た
各
種
施
策
の

充
実
等
を
図
る
な
ど
専
修
学
校
教
育
の
振
興

に
努
め
て
い
ま
す
。

概
算
要
求
の
主
な
概
要
は
次
の
と
お
り
で

す
。

成
長
分
野
等
に
お
け
る
中
核
的
専
門
人
材

養
成
の
戦
略
的
推
進

産
業
・
社
会
構
造
の
変
化
や
グ
ロ
ー
バ
ル

化
等
が
進
む
中
で
、
か
つ
て
な
い
空
洞
化
の

危
機
を
克
服
す
る
と
と
も
に
、
国
際
競
争
力

の
強
化
な
ど
我
が
国
経
済
社
会
の
一
層
の
発

展
を
期
す
た
め
に
は
、
経
済
発
展
の
先
導
役

と
な
る
成
長
分
野
や
、
新
た
な
人
材
需
要
の

高
ま
り
が
予
想
さ
れ
る
分
野
等
へ
の
人
材
移

動
を
円
滑
に
進
め
る
と
と
も
に
、
そ
れ
ら
の

人
材
が
有
す
る
専
門
技
術
を
高
め
て
い
く
こ

と
が
重
要
で
す
。

こ
の
た
め
、「
グ
リ
ー
ン
」「
ラ
イ
フ
」「
農

林
漁
業
」
等
成
長
分
野
に
お
け
る
取
組
を
先

導
す
る
産
学
官
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を
組
織
化

し
、
中
核
的
専
門
人
材
養
成
の
た
め
、
専
門

学
校
、
高
等
専
修
学
校
、
大
学
、
短
期
大
学
、

　「グリーン」「ライフ」「農林漁業」等成長分野における取組を先導する産学官コン　「グリーン」「ライフ」「農林漁業」等成長分野における取組を先導する産学官コン
ソーシアムを組織化し、中核的専門人材養成のため、専門学校、高等専修学校、大学、ソーシアムを組織化し、中核的専門人材養成のため、専門学校、高等専修学校、大学、
短期大学、高等専門学校、高等学校等と産業界・関係団体等の連携を強化し、社会人学短期大学、高等専門学校、高等学校等と産業界・関係団体等の連携を強化し、社会人学
生・生徒が自らのキャリアパスを描けるような「学習ユニット積み上げ方式」等による生・生徒が自らのキャリアパスを描けるような「学習ユニット積み上げ方式」等による
学びやすい学習システムを構築する。学びやすい学習システムを構築する。

【推進分野等】【推進分野等】
　　環境・エネルギー、医療・福祉・健康、食・農林水産、クリエイティブ（デザイン、ファッション、　　環境・エネルギー、医療・福祉・健康、食・農林水産、クリエイティブ（デザイン、ファッション、
　　アニメ、美容等）、観光、ＩＴ（クラウド、ゲーム・ＣＧ・自動車組み込み等）、社会基盤整備、　　アニメ、美容等）、観光、ＩＴ（クラウド、ゲーム・ＣＧ・自動車組み込み等）、社会基盤整備、
　　中小企業の経営基盤強化、グローバル専門人材育成　など　　中小企業の経営基盤強化、グローバル専門人材育成　など

　専修学校の質保証・向上を図るため、学校評価・情報公開の促進に向けた調査研究、　専修学校の質保証・向上を図るため、学校評価・情報公開の促進に向けた調査研究、
学校評価モデルの実践研究、研修モデルの実証・開発などの取組を総合的に推進する。学校評価モデルの実践研究、研修モデルの実証・開発などの取組を総合的に推進する。

　日本再生戦略の目的である「2020年までに質の高い外国人学生30万人の受入れ」を日本再生戦略の目的である「2020年までに質の高い外国人学生30万人の受入れ」を
達成するため、専修学校における外国人留学生に対する来日の動機づけから就職までを成するため、専修学校における外国人留学生に対する来日の動機づけから就職までを
支援し、産業界等との連携の下、留学生受入れ拡大を図る。支援し、産業界等との連携の下、留学生受入れ拡大を図る。

　大学、大学院、高等専門学校、専修学校の専門課程、我が国の大学に入学するための　大学、大学院、高等専門学校、専修学校の専門課程、我が国の大学に入学するための
準備教育を行う課程を設置する教育機関又は我が国の日本語教育機関に在籍する私費外準備教育を行う課程を設置する教育機関又は我が国の日本語教育機関に在籍する私費外
国人留学生を支援する。国人留学生を支援する。

　日本の大学や専門学校等の高等教育機関が実施する１年以内の学生等派遣、または１　日本の大学や専門学校等の高等教育機関が実施する１年以内の学生等派遣、または１
年以内の留学生受入れのプログラムに参加する学生等を支援する。年以内の留学生受入れのプログラムに参加する学生等を支援する。

平
成
二
十
五
年
度

専
修
学
校
関
係
予
算
の

　
　
　
　
　
　

概
算
要
求

文
部
科
学
省
生
涯
学
習
政
策
局

専
修
学
校
教
育
振
興
室

平成25年度  専修学校関係概算要求について
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高
等
専
門
学
校
、
高
等
学
校
等
と
産
業
界
・

関
係
団
体
等
の
連
携
を
強
化
し
、
社
会
人
学

生
・
生
徒
が
自
ら
の
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
を
描
け

る
よ
う
な「
学
習
ユ
ニ
ッ
ト
積
み
上
げ
方
式
」

等
に
よ
る
学
び
や
す
い
学
習
シ
ス
テ
ム
を
構

築
す
る
た
め
に
必
要
な
経
費
を
計
上
し
て
い

ま
す
。

【
推
進
す
る
分
野
例
】

環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
医
療
・
福
祉
・
健

康
、
食
・
農
林
水
産
、
ク
リ
エ
イ
テ
ィ
ブ

（
デ
ザ
イ
ン
、
フ
ァ
ッ
シ
ョ
ン
、
ア
ニ
メ
、

美
容
等
）、観
光
、Ｉ
Ｔ（
ク
ラ
ウ
ド
、ゲ
ー

ム
・
Ｃ
Ｇ
・
自
動
車
組
み
込
み
等
）、
社

会
基
盤
整
備
、
中
小
企
業
の
経
営
基
盤
強

化
、
グ
ロ
ー
バ
ル
専
門
人
材
育
成　

な
ど

専
修
学
校
の
質
保
証
・
向
上
に
関
す
る
調

査
研
究
（
新
規
）

専
修
学
校
の
質
保
証
・
向
上
を
図
る
た
め
、

学
校
評
価
・
情
報
公
開
の
促
進
に
向
け
た
調

査
研
究
、
学
校
評
価
モ
デ
ル
の
実
践
研
究
、

研
修
モ
デ
ル
の
実
証
・
開
発
な
ど
の
取
組
を

総
合
的
に
推
進
す
る
た
め
に
必
要
な
経
費
を

計
上
し
て
い
ま
す
。

専
修
学
校
留
学
生
就
職
ア
シ
ス
ト
事
業

（
新
規
）

日
本
再
生
戦
略
（
二
十
四
年
七
月
閣
議
決

定
）
に
お
い
て
、
二
〇
二
〇
年
ま
で
に
質
の

高
い
外
国
人
留
学
生
の
受
入
れ
を
三
〇
万
人

に
す
る
目
標
が
掲
げ
ら
れ
、
専
門
学
校
に
お

い
て
も
留
学
生
受
入
れ
の
目
標
と
し
て
二
〇

一
五
年
ま
で
に
約
四
万
人
と
す
る
こ
と
が
工

程
表
に
示
さ
れ
て
い
ま
す
。

ま
た
、変
化
の
激
し
い
国
際
経
済
の
中
で
、

産
業
界
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
実
践
的
な
職
業

教
育
機
関
と
し
て
、
国
際
市
場
の
拡
大
、
中

堅
・
中
小
企
業
の
海
外
展
開
等
に
対
応
し
た

厚
み
の
あ
る
中
間
層
と
し
て
の
専
門
人
材
育

成
等
に
つ
い
て
、
専
修
学
校
の
役
割
が
益
々

期
待
さ
れ
て
お
り
、
優
秀
な
外
国
人
留
学
生

を
獲
得
す
る
と
と
も
に
、
卒
業
後
に
日
系
企

業
へ
就
職
さ
せ
る
な
ど
産
業
界
の
中
核
を
担

う
専
修
学
校
の
外
国
人
留
学
生
と
企
業
等
と

を
マ
ッ
チ
ン
グ
さ
せ
る
取
組
の
推
進
が
急
務

と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
た
め
、
外
国
人
留
学
生
に
対
し
て
は

来
日
の
動
機
付
け
と
専
修
学
校
入
学
の
支

援
、
日
本
の
中
小
企
業
及
び
専
修
学
校
に
対

し
て
は
受
入
体
制
の
整
備
に
か
か
る
支
援
を

行
う
と
と
も
に
、
専
修
学
校
の
留
学
卒
業
予

　成長分野等における中核的専門人材養成の戦略的推進事業において、高等学校や高等　成長分野等における中核的専門人材養成の戦略的推進事業において、高等学校や高等
専修学校と大学・短専修学校と大学・短期大学・高等専門学校・専門学校等、地域の中小企業、医療・福祉・高等専門学校・専門学校等、地域の中小企業、医療・福祉
施設等との連携による職業実践的なプログラムの開発や、疑似職場体験の機会の提供な施設等との連携による職業実践的なプログラムの開発や、疑似職場体験の機会の提供な
どを通じた実践的な職業教育の取組等を新たに実施する。どを通じた実践的な職業教育の取組等を新たに実施する。

　公民館等を中心として行政を含む様々な機関が連携・協働し、様々な地域課題を解決　公民館等を中心として行政を含む様々な機関が連携・協働し、様々な地域課題を解決
するための先進的な取り組みを支援。これらの取り組みの一つとして専修学校等、ＮＰするための先進的な取り組みを支援。これらの取り組みの一つとして専修学校等、ＮＰ
Ｏ、企業・福祉施設等と連携し、中高生等への擬似職場体験の機会提供を通じた実践的Ｏ、企業・福祉施設等と連携し、中高生等への擬似職場体験の機会提供を通じた実践的
な職業教育支援の取組みを推進する。な職業教育支援の取組みを推進する。

　震災により大きく変化した被災地の人材ニーズに対応し、復興の即戦力や次代を担う　震災により大きく変化した被災地の人材ニーズに対応し、復興の即戦力や次代を担う
専門人材の育成を推進するため、専修学校・専門高校等の教育機関と地域・産業界との専門人材の育成を推進するため、専修学校・専門高校等の教育機関と地域・産業界との
連携により、専門人材育成コース等の開発や就職支援体制の充実強化を図る。連携により、専門人材育成コース等の開発や就職支援体制の充実強化を図る。

　被災児童生徒就学支援等臨時特例交付金（高校生修学支援基金）を活用した授業料等　被災児童生徒就学支援等臨時特例交付金（高校生修学支援基金）を活用した授業料等
減免措置に対する支援する。減免措置に対する支援する。

　被災３県の学校法人及び準学校法人が設置する私立専修学校・各種学校の安定的・継　被災３県の学校法人及び準学校法人が設置する私立専修学校・各種学校の安定的・継
続的な教育環境の保障、地域の安全・安心や復興への貢献等を図る取組に対して支援す続的な教育環境の保障、地域の安全・安心や復興への貢献等を図る取組に対して支援す
る。る。
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定
者
に
対
す
る
就
職
支
援
等
の
体
系
的
な
取

組
を
推
進
す
る
た
め
に
必
要
な
経
費
を
計
上

し
て
い
ま
す
。

東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
を
担
う
専
門

人
材
育
成
支
援
事
業

震
災
に
よ
り
大
き
く
変
化
し
た
被
災
地
の

人
材
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
、
復
興
の
即
戦
力
と

な
る
専
門
人
材
や
次
代
を
担
う
専
門
人
材
の

育
成
及
び
地
元
へ
の
定
着
を
図
る
た
め
の
推

進
体
制
を
整
備
し
、
被
災
地
以
外
の
教
育
機

関
等
に
よ
る
支
援
も
含
め
、
中
長
期
及
び
短

期
専
門
人
材
育
成
コ
ー
ス
等
の
開
発
・
実
証
・

開
設
や
専
修
学
校
等
の
就
職
支
援
体
制
の
充

実
強
化
を
図
る
た
め
に
必
要
な
経
費
を
計
上

し
て
い
ま
す
。

安
心
し
て
学
べ
る
環
境
の
実
現
に
向
け
た

修
学
支
援

意
欲
と
能
力
が
あ
り
な
が
ら
経
済
的
に
困

窮
す
る
学
生
等（
専
門
学
校
生
を
含
み
ま
す
）

が
修
学
を
断
念
す
る
こ
と
が
な
い
よ
う
、
貸

与
基
準
を
満
た
す
希
望
者
全
員
に
奨
学
金
を

貸
与
で
き
る
よ
う
、
貸
与
人
員
の
増
員
及
び

進
学
前
の
「
予
約
採
用
」
枠
を
拡
大
す
る
と

と
も
に
、
返
還
者
の
状
況
に
応
じ
た
き
め
細

や
か
な
対
応
な
ど
奨
学
金
事
業
の
一
層
の
充

実
に
必
要
な
経
費
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

こ
の
ほ
か
、
二
十
二
年
度
よ
り
措
置
さ
れ

た
高
校
生
等
（
高
等
専
修
学
校
生
を
含
み
ま

す
）
を
対
象
と
し
た
高
等
学
校
等
就
学
支
援

金
に
必
要
な
経
費
に
つ
い
て
も
引
き
続
き
計

上
し
て
い
ま
す
。

専
修
学
校
の
教
育
内
容
等
を
充
実
す
る
た

め
の
支
援
策

以
上
の
ほ
か
、
教
育
装
置
や
情
報
処
理
関

係
設
備
の
整
備
費
、
学
校
施
設
の
耐
震
診
断

を
含
む
耐
震
補
強
工
事
に
つ
い
て
補
助
す
る

私
立
大
学
等
研
究
設
備
整
備
費
等
補
助
及
び

私
立
学
校
施
設
整
備
費
補
助
に
つ
い
て
必
要

な
経
費
等
を
引
き
続
き
計
上
す
る
と
と
も

に
、
新
た
に
、
非
構
造
部
材
の
耐
震
対
策
や

防
災
機
能
強
化
の
た
め
に
行
う
工
事
、
エ
コ

改
修
等
に
つ
い
て
、
必
要
な
経
費
を
計
上
し

て
い
ま
す
。

ま
た
、
対
象
と
な
る
全
て
の
事
業
に
つ
い

て
、
専
門
課
程
だ
け
で
な
く
、
高
等
課
程
も

補
助
の
対
象
と
な
る
よ
う
要
求
し
て
い
ま

す
。

   意欲と能力のある学生等が経済的理由により進学等を断念することなく予見性を持っ   意欲と能力のある学生等が経済的理由により進学等を断念することなく予見性を持っ
て安心して修学できる環境を整備するため、貸与基準を満たす希望者全員に奨学金を貸て安心して修学できる環境を整備するため、貸与基準を満たす希望者全員に奨学金を貸
与できるよう、貸与人員の増員及び進学前の「予約採用」枠を拡大するとともに、返還与できるよう、貸与人員の増員及び進学前の「予約採用」枠を拡大するとともに、返還
者の状況に応じたきめ細やかな対応など奨学金事業の一層の充実を図る。者の状況に応じたきめ細やかな対応など奨学金事業の一層の充実を図る。

　全ての意志ある高校生等が安心して勉学に打ち込める社会をつくるため、専修学校　全ての意志ある高校生等が安心して勉学に打ち込める社会をつくるため、専修学校
（高等課程）の生徒については高等学校等就学支援金を支給する。（高等課程）の生徒については高等学校等就学支援金を支給する。

◆貸与人員　　　　　133万9千人　⇒　143万9千人（9万9千人増）　　◆貸与人員　　　　　133万9千人　⇒　143万9千人（9万9千人増）　　
　　・無利子奨学金　　・無利子奨学金　 38万3千人　⇒38万3千人　⇒　 41万9千人（3万6千人増（うち新規増2万人））41万9千人（3万6千人増（うち新規増2万人））
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              　 ［被災学生等 1万人を含む【復興特別会計】］［被災学生等 1万人を含む【復興特別会計】］
　　・有利子奨学金　　・有利子奨学金　 95万6千人　⇒　101万9千人（6万3千人増（うち新規増1万4千人））95万6千人　⇒　101万9千人（6万3千人増（うち新規増1万4千人））
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「
建
学
の
精
神
」
教
育
の
実
質
化
で
大
学
の
魅
力
づ
く
り

麗
澤
大
学
学
長　

中
山　

理

　

魅
力
あ
ふ
れ
る
学
校
づ
く
り
を
目
指
し
て

連載 ⑭麗
澤
大
学
の
建
学
の
精
神

　

麗
澤
大
学
は
、
昭
和
十
年
の
建
学
以
来
、

創
立
者
廣
池
千
九
郎
の
教
育
理
念
、
す
な
わ

ち
「
高
い
品
性
と
専
門
性
を
備
え
、
自
分
の

考
え
を
国
際
的
に
発
信
で
き
る
人
材
の
育
成

が
大
切
で
あ
る
」と
の
考
え
に
基
づ
き
、「
知

徳
一
体
」
を
建
学
の
精
神
と
し
て
掲
げ
、
国

際
社
会
を
舞
台
と
し
、
互
恵
の
精
神
で
持
続

的
社
会
の
構
築
に
貢
献
し
う
る
教
養
人
及
び

公
共
人
を
育
成
す
る
こ
と
を
目
指
し
て
き
ま

し
た
。「
知
徳
一
体
」
と
は
、
知
識
と
道
徳

は
ひ
と
つ
に
調
和
す
べ
き
で
あ
り
、
大
学
や

大
学
院
で
の
学
問
も
、
知
識
と
道
徳
が
車
の

両
輪
の
よ
う
に
機
能
し
て
、
初
め
て
社
会
に

役
立
つ
も
の
と
な
る
と
い
う
理
念
で
す
。

　

そ
こ
で
平
成
十
九
年
、
学
長
を
拝
命
し
て

ま
ず
着
手
し
た
の
は
、
本
学
の
原
点
に
立
ち

返
り
、
創
立
者
の
建
学
理
念
の
継
承
と
学
校

現
場
に
お
け
る
具
体
的
展
開
を
自
分
自
身
の

問
題
と
し
て
捉
え
る
こ
と
で
し
た
。
そ
の
志

を
実
現
す
る
た
め
、「
建
学
の
精
神
」
教
育

を
よ
り
組
織
的
、全
学
的
に
展
開
し
、教
育
・

研
究
に
好
影
響
を
も
た
ら
す
よ
う
な
方
向
で

本
学
の
ブ
ラ
ン
ド
性
を
高
め
る
こ
と
を
目
標

に
掲
げ
ま
し
た
。

企
業
倫
理
研
究
セ
ン
タ
ー
と

道
徳
科
学
教
育
セ
ン
タ
ー

　

次
の
ス
テ
ッ
プ
は
、
こ
の
目
標
を
実
現
す

る
た
め
の
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ラ
ン
の
策
定
と

そ
の
実
施
で
す
。
道
徳
・
倫
理
の
分
野
で
は
、

本
学
は
す
で
に
平
成
十
三
年
、
建
学
の
理
念

の
中
の
「
倫
理
」
を
企
業
領
域
に
絞
り
、
ビ

ジ
ネ
ス
・
エ
シ
ッ
ク
ス
（
企
業
倫
理
）
研
究
の

リ
ー
ダ
ー
を
目
指
す
「
企
業
倫
理
研
究
セ
ン

タ
ー
」
を
設
立
し
、
こ
れ
ま
で
コ
ン
プ
ラ
イ

ア
ン
ス
や
Ｃ
Ｓ
Ｒ
を
中
心
に
、
様
々
な
面
か

ら
研
究
・
活
動
と
提
言
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。

　

そ
れ
に
加
え
、
平
成
二
十
年
、
本
学
開
学

五
十
周
年
記
念
事
業
の
一
環
と
し
て
「
道
徳

科
学
教
育
セ
ン
タ
ー
」
を
開
設
し
ま
し
た
。

本
セ
ン
タ
ー
は
、
建
学
の
精
神
の
根
幹
を
成

す
道
徳
・
倫
理
思
想
を
学
問
的
に
研
究
す

る
総
合
人
間
学
、
道
徳
科
学
（M

oralogy
）

に
関
す
る
教
育
及
び
研
究
を
行
い
、
学
生
の

道
徳
・
倫
理
教
育
を
支
援
す
る
と
と
も
に
、

広
く
社
会
の
道
徳
教
育
の
推
進
に
資
す
る
こ

と
を
目
的
と
し
て
い
ま
す
。

　

本
セ
ン
タ
ー
は
、
学
長
自
ら
が
セ
ン
タ
ー

長
を
兼
務
し
て
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
執
る
こ

と
と
し
、
具
体
的
成
果
と
し
て
は
、
す
で
に

理
論
編
の
『
大
学
生
の
た
め
の
道
徳
教
科
書

―
君
は
ど
う
生
き
る
か
？
―
』 

と
『
大
学
生

の
た
め
の
道
徳
教
科
書
《
実
践
編
》
―
君
は

ど
う
考
え
、
ど
う
行
動
す
る
か
？
―
』
を
学

生
と
教
員
と
の
コ
ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ
ン
で
作
り

上
げ
ま
し
た
。
さ
ら
に
道
徳
教
育
の
展
開
の

場
と
し
て
の
学
生
支
援
活
動
と
し
て
、「
リ
ー

ダ
ー
セ
ミ
ナ
ー｣

（
学
内
の
全
サ
ー
ク
ル
・

部
の
長
や
学
友
会
メ
ン
バ
ー
を
対
象
と
し
た

教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
）、｢

寮
長
セ
ミ
ナ
ー
」、

初
年
次
教
育
の
一
環
と
し
て
の
「
谷
川
オ
リ

エ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
・
キ
ャ
ン
プ
（
外
国
語
学

部
）」・｢

社
会
科
学
分
析
入
門（
経
済
学
部
）」

の
企
画
・
運
営
支
援
な
ど
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
学
内
で
社
会
的
な
影
響
を
意
識

し
て
活
動
し
て
い
る
部
や
サ
ー
ク
ル
等
が

集
結
し
た
学
生
団
体
（Reitaku Student 

Social Responsibility 

「
麗
澤
大
学
の
学
生

に
よ
る
社
会
的
責
任
の
追
求
」）
も
本
セ
ン

タ
ー
を
活
動
拠
点
と
し
、
東
日
本
大
震
災
で

は
学
内
外
で
被
災
地
支
援
活
動
を
展
開
し
て

い
ま
す
。

建
学
の
理
念
の
国
際
化

　
「
道
徳
科
学
教
育
セ
ン
タ
ー
」
は
、
海
外

の
高
等
教
育
機
関
と
学
術
提
携
を
結
び
、
建

学
の
精
神
で
あ
る
倫
理
・
道
徳
教
育
に
関
す

る
共
同
研
究
も
行
っ
て
い
ま
す
。
一
例
を
挙

げ
れ
ば
、
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
マ
サ
チ
ュ
ー

セ
ッ
ツ
州
の
ボ
ス
ト
ン
大
学
の
「
人
格
・
社

会
的
責
任
セ
ン
タ
ー
」
と
学
術
交
流
協
定
の

覚
書
を
締
結
し
、
両
国
の
道
徳
・
倫
理
思
想

に
関
す
る
共
同
研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
立

ち
上
げ
ま
し
た
。
そ
の
所
産
と
し
て
今
年

四
月
、『H

appiness and V
irtue beyond 

East and W
est: T

ow
ard a N

ew
 Global 

Responsibility

』（『
東
洋
と
西
洋
を
超
え

る
幸
福
と
美
徳
：
新
し
い
地
球
的
責
任
を
目

指
し
て
』）
と
い
う
一
般
ア
メ
リ
カ
人
読
者

向
け
の
啓
蒙
書
を
上じ

ょ
う

梓し

し
ま
し
た
。
そ
れ
を

受
け
て
、
去
る
四
月
五
日
、
ボ
ス
ト
ン
大
学

教
育
学
部
と
「
人
格
・
社
会
的
責
任
セ
ン

タ
ー
」
主
催
の
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
「
グ
ロ
ー
バ

ル
対
応
力
の
倫
理
」
に
、
学
長
を
含
め
て
本

学
の
教
授
三
名
が
メ
イ
ン
ス
ピ
ー
カ
ー
と
し

て
招
か
れ
、
そ
れ
ぞ
れ
英
語
で
プ
レ
ゼ
ン

テ
ー
シ
ョ
ン
を
行
い
ま
し
た
。

　

ま
た
、
本
学
の
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
提
携
校
、

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
ン
・
カ
ソ
リ
ッ
ク
大
学
（
Ａ

Ｃ
Ｕ
）
か
ら
も
同
様
の
要
請
を
受
け
、
学
長

と
本
学
教
授
二
名
が
本
書
を
テ
ー
マ
に
し
た

講
演
を
行
っ
た
の
を
始
め
、
さ
ら
に
今
年
の

十
二
月
に
は
、
イ
ギ
リ
ス
の
バ
ー
ミ
ン
ガ
ム
大

学
教
育
学
部
か
ら
、
エ
リ
ザ
ベ
ス
女
王
在
位

六
十
周
年
を
記
念
し
て
新
設
さ
れ
た「
品
性
・

価
値
・
ジ
ュ
ビ
リ
ー
・
セ
ン
タ
ー
」
主
催
の「
品

性
と
公
共
政
策
」
に
関
す
る
国
際
会
議
に
ス

ピ
ー
カ
ー
と
し
て
招
待
さ
れ
て
い
ま
す
。

センター出版のテキストと英文による
海外向け道徳啓蒙書
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グ
ロ
ー
バ
ル
・
ド
ミ
ト
リ
ー

　

本
学
の
特
徴
的
な
教
育
施
設
と
し
て
、
現

在
、
来
年
の
四
月
オ
ー
プ
ン
を
目
指
し
て
、

国
際
寮
「
グ
ロ
ー
バ
ル
・
ド
ミ
ト
リ
ー
」
の

建
設
が
着
々
と
進
行
中
で
す
。
本
学
の
学
生

寮
に
は
歴
史
が
あ
り
、
創
立
以
来
、
全
寮
制

度
が
麗
澤
教
育
の
中
核
を
担
っ
て
き
ま
し
た
。

　

そ
の
後
、
時
代
の
変
化
と
規
模
の
拡
大
に

伴
い
、
全
寮
制
度
か
ら
希
望
入
寮
制
度
に
移

行
し
ま
し
た
が
、
寮
生
活
と
は
共
同
生
活
を

通
じ
て
自
己
の
品
性
を
向
上
さ
せ
る
場
で
あ

る
と
い
う
全
寮
制
度
時
代
か
ら
の
伝
統
と

「
学
び
」
の
精
神
は
連
綿
と
受
け
継
が
れ
て

い
ま
す
。
新
学
生
寮
に
は
、
地
方
出
身
の
学

生
や
外
国
人
留
学
生
の
経
済
的
な
支
援
と
い

う
側
面
も
あ
り
ま
す
が
、
そ
れ
以
上
に
人
間

形
成
の
場
と
し
て
、
ま
た
国
際
的
な
交
流
の

場
と
し
て
、
ま
さ
に
広
い
意
味
で
の
「
学
び

の
場
」
と
し
て
フ
ァ
ン
ク
シ
ョ
ン
す
る
も
の

で
す
。
新
学
生
寮
は
、
前
述
し
た
よ
う
な
歴

史
と
伝
統
を
誇
る
麗
澤
教
育
の
中
心
的
機
能

を
尊
重
し
つ
つ
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
を
迎
え
た

二
十
一
世
紀
の
大
学
教
育
に
ふ
さ
わ
し
い
教

育
プ
ロ
グ
ラ
ム
や
「
学
び
」
の
シ
ス
テ
ム
を

具
備
し
た「
グ
ロ
ー
バ
ル
な
学
び
の
共
同
体
」

（Global Learning Com
m
unity

）
を
コ
ン

セ
プ
ト
に
し
て
い
ま
す
。

建
学
の
精
神
の
「
見
え
る
化
」

―
キ
ャ
ン
パ
ス
・
デ
ザ
イ
ン
へ
の
反
映
―

　

本
学
は
、「
麗
澤
の
森
」
と
も
い
わ
れ
る

緑
豊
か
な
キ
ャ
ン
パ
ス
を
大
切
に
し
て
い
ま

す
。
そ
の
礎
を
築
い
た
創
立
者
の
エ
コ
ロ
ジ

カ
ル
な
基
本
理
念
「
仁
草
木
に
及
ぶ
」（
慈

し
み
の
心
は
、
人
間
は
も
と
よ
り
植
物
に
も

及
ぶ
）
は
、
現
在
で
も
学
園
の
環
境
を
維
持

す
る
倫
理
的
自
然
観
と
し
て
機
能
し
て
い
ま

す
。
広
さ
が
四
六
万
平
方
メ
ー
ト
ル
、
東
京

ド
ー
ム
が
一
〇
個
も
入
る
廣
池
学
園
に
は
、

樹
木
だ
け
で
も
約
一
万
五
千
本
あ
る
の
を
始

め
、
そ
の
他
数
多
く
の
植
物
が
育
ち
、
そ
の

自
然
環
境
が
作
り
出
す
四
季
折
々
の
姿
は
、

格
好
の
癒
し
と
学
び
の
空
間
と
し
て
、
勉
学

に
励
む
学
生
た
ち
の
心
を
和
ま
せ
て
い
ま

す
。
二
十
三
年
に
完
成
し
た
新
校
舎
「
あ
す

な
ろ
」
も
、
こ
の
麗
澤
の
伝
統
と
現
代
的
環

境
コ
ン
セ
プ
ト
で
あ
る
「
森
（
自
然
）
と
の

共
生
」
を
調
和
さ
せ
、
さ
ら
に
デ
ザ
イ
ン
性

と
ア
メ
ニ
テ
ィ
ー
を
追
求
し
た
校
舎
で
す
。

こ
う
し
た
キ
ャ
ン
パ
ス
づ
く
り
が
評
価
さ

れ
、
こ
の
校
舎
が
今
年
度
の
グ
ッ
ド
デ
ザ
イ

ン
賞
を
受
賞
し
ま
し
た
。
ま
た
、「
か
え
で
」

（
１
号
棟
）
と
「
あ
す
な
ろ
」（
表
紙
左
下
写

真
参
照
）
を
連
結
す
る
ラ
ン
ド
・
ブ
リ
ッ
ジ

に
は
、
樹
木
が
こ
の
陸
橋
を
遮
る
よ
う
に
伸

び
て
い
ま
す
が
、
こ
れ
も
「
仁
草
木
に
及
ぶ
」

の
精
神
に
則
り
、樹
木
を
伐
採
せ
ず
、ブ
リ
ッ

ジ
の
ほ
う
を
削
っ
た
か
ら
で
、
ま
さ
に
本
学

の
建
学
の
精
神
の
「
見
え
る
化
」
と
言
え
る

で
し
ょ
う
。

Ｉ
Ｓ
Ｏ 

２
６
０
０
０
の
活
用

　

最
後
に
、
二
十
二
年
九
月
、
本
学
は
「
社

会
の
持
続
可
能
な
発
展
」
を
図
る
上
で
の
社

会
的
責
任
を
果
た
す
た
め
、
国
際
的
通
用
性

の
あ
る
Ｉ
Ｓ
Ｏ 

２
６
０
０
０
（
多
様
な
組
織

に
よ
る
採
用
を
前
提
と
し
て
作
成
さ
れ
た
社

会
的
責
任
の
国
際
規
格
）
を
活
用
す
る
こ
と

を
、
日
本
の
ど
こ
の
大
学
よ
り
も
早
く
公
式

に
宣
言
し
ま
し
た
。
出
発
点
は
経
済
学
部
長

を
中
心
と
す
る
独
創
的
な
教
材
開
発
か
ら
始

ま
っ
た
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
重
視
の
取
り
組

み
で
し
た
が
、
こ
れ
を
さ
ら
に
全
学
的
な
運

動
へ
と
高
め
る
た
め
、
非
公
式
組
織
で
あ
っ

た
作
業
チ
ー
ム
を
、
全
学
の
「
社
会
的
責
任

推
進
グ
ル
ー
プ
」
を
経
て
、「
社
会
的
責
任

推
進
委
員
会
」
へ
格
上
げ
し
た
経
緯
が
あ
り

ま
す
。
本
学
は
「
麗
澤
大
学
Ｉ
Ｓ
Ｏ 

２
６
０

０
０
管
理
一
覧
」
を
作
成
し
た
う
え
で
、
次

の
五
つ
の
「
麗
澤
課
題
」
を
設
定
し
ま
し
た
。

課
題
１　

 

学
生
基
点
に
立
っ
た
教
育
を
推
進

し
、
学
生
の
成
長
を
助
け
る
こ
と

課
題
２　

 

学
生
基
点
に
立
っ
た
窓
口
業
務
・

対
応
に
徹
す
る
こ
と　

課
題
３　

 

温
室
効
果
ガ
ス
の
削
減
を
図
る
こ

と

課
題
４　

 

環
境
の
美
化
・
保
全
に
努
め
る
こ

と

課
題
５　

 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
貢
献
を
持
続
的
に

実
施
す
る
こ
と

　

す
で
に
本
学
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
は
、

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・
シ
ス
テ
ム
規
格
の
専
門
月

刊
誌『
ア
イ
ソ
ス
』（
平
成
二
十
三
年
八
月
号
）

に
特
集
記
事
が
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
本

学
で
も
独
自
に
Ｉ
Ｓ
Ｏ 

２
６
０
０
０
活
用

報
告
書
２
０
１
２
『
麗
澤
大
学　

社
会
的
責

任
へ
の
挑
戦
』
を
上
梓
し
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

に
も
公
表
し
て
い
ま
す
。

　

得
て
し
て
、
抽
象
的
理
念
に
と
ど
ま
り
が

ち
な
建
学
の
精
神
を
ど
の
よ
う
に
実
質
化

し
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
に
対
応
し
た
教
育
・
研

究
の
場
で
具
体
的
か
つ
重
層
的
に
展
開
し
て

い
く
か
、
私
学
に
と
っ
て
根
幹
の
命
題
に

チ
ャ
レ
ン
ジ
し
続
け
て
い
き
た
い
と
思
っ
て

い
ま
す
。

学生たちが待ち望む本学こだわりの
グローバル・ドミトリー

「仁草木に及ぶ」見える化のひとつ
ただし、頭に気をつけて！

◇
◇
◇
寄
稿
者
紹
介
◇
◇
◇

◇
◇
◇
寄
稿
者
紹
介
◇
◇
◇

中
山　

理　
（
な
か
や
ま　

お
さ
む
）

　

廣
池
学
園　

麗
澤
大
学
外
国
語
学
部

長
を
経
て
、
二
〇
〇
七
年
よ
り
学
長
。
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●
参
加
対
象
者
等

　

•
学
校
法
人
等
の
共
済
事
務
担
当
者

　

•
各
学
校
か
ら
二
名
ま
で

　

•
参
加
は
一
人
一
コ
ー
ス
の
み

●
研
修
内
容

　

私
学
共
済
事
務
の
経
験
が
お
お
む
ね
三
年

以
内
の
人
を
対
象
と
し
た
研
修
で
す
。

　

⑴
二
日
コ
ー
ス

　

 　

私
学
共
済
の
共
済
業
務
全
般
（
主
に
資

格
・
短
期
・
長
期
）
に
つ
い
て
、
テ
キ
ス

ト
及
び
「
事
務
の
手
引
」
を
基
に
基
礎
的

な
業
務
内
容
の
研
修
を
行
い
ま
す
。

　

⑵
一
日
コ
ー
ス

　

 　

私
学
共
済
制
度
の
業
務
の
中
で
、
研
修

希
望
の
多
い
資
格
・
短
期
及
び
長
期
の
部

門
ご
と
に
、
テ
キ
ス
ト
及
び
「
事
務
の
手

引
」を
基
に
基
礎
的
な
研
修
を
行
い
ま
す
。

●
申
し
込
み
方
法
等

　

⑴
申
込
期
限

　

 　

開
催
案
内
の
「
平
成
二
十
四
年
度

第

二
回　

私
学
共
済
事
務
担
当
者
研
修
会
参

加
申
込
書
」に
よ
り
、十
一
月
三
十
日（
金
）

【
必
着
】
ま
で
に
共
済
事
業
本
部
へ
郵
送

に
よ
り
お
申
し
込
み
く
だ
さ
い
。

　

⑵
参
加
通
知

　

 　

参
加
の
可
否
は
、
十
二
月
中
旬
に
学
校

法
人
等
あ
て
に
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

• 

各
コ
ー
ス
の
定
員
を
超
え
た
場
合
は
、

抽
選
と
な
り
ま
す
。

　

• 

応
募
者
が
著
し
く
少
な
い
コ
ー
ス
は
、

中
止
と
さ
せ
て
い
た
だ
く
場
合
が
あ
り

ま
す
の
で
、
あ
ら
か
じ
め
ご
了
承
く
だ

さ
い
。

　

初
任
者
を
対
象
と
し
た
私
学
共
済
制
度
の
業
務
内
容
や
事
務
手
続
き
な
ど
の
基
礎
的
事
項
を
中

心
と
し
た
事
務
担
当
者
研
修
会
を
各
ガ
ー
デ
ン
パ
レ
ス
で
開
催
し
ま
す
（
会
場
・
日
程
等
は
下
表

参
照
）。
詳
し
く
は
、
十
月
分
掛
金
納
付
通
知
書
（
十
一
月
中
旬
送
付
）
に
同
封
す
る
「
開
催
案

内
（
参
加
申
込
書
付
）」
又
は
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
〔
事
務
担
当
者
コ
ー
ナ
ー
▼
お
知
ら
せ
〕

を
ご
覧
く
だ
さ
い
。 一

月
八
日
（
火
）
〜
一
月
三
十
日
（
水
）

平
成
二
十
四
年
度　

第
二
回

　

私
学
共
済
事
務
担
当
者
研
修
会

研修会会場・日程等一覧

会　　　　　場 コース番号 実　施　日 スケジュール 定 員 研 修 内 容

札幌ガーデンパレス ① １月16日（水）～１月17日（木） ２日 40名 共済業務全般

仙台ガーデンパレス ② １月29日（火）～１月30日（水） ２日 40名 共済業務全般

東京ガーデンパレス

③ １月８日（火） １日 70名 資格・短期

④ １月９日（水）～１月10日（木） ２日 60名 共済業務全般

⑤ １月22日（火） １日 60名 資格・短期

⑥ １月23日（水）～１月24日（木） ２日 60名 共済業務全般

⑦ １月28日（月） １日 70名 長　　期

⑧ １月29日（火）～１月30日（水） ２日 60名 共済業務全般

名古屋ガーデンパレス ⑨ １月９日（水）～１月10日（木） ２日 50名 共済業務全般

京都ガーデンパレス
⑩ １月８日（火） １日 40名 資格・短期

⑪ １月９日（水）～１月10日（木） ２日 40名 共済業務全般

大阪ガーデンパレス
⑫ １月22日（火） １日 70名 長　　期

⑬ １月23日（水）～１月24日（木） ２日 40名 共済業務全般

広島ガーデンパレス ⑭ １月16日（水）～１月17日（木） ２日 45名 共済業務全般

福岡ガーデンパレス ⑮ １月22日（火）～１月23日（水） ２日 60名 共済業務全般

広
報
相
談
セ
ン
タ
ー 

相
談
班
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平
成
二
十
三
年
十
二
月
二
日
に
公
布
さ
れ

た
「
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
の
た
め
の

施
策
を
実
施
す
る
た
め
に
必
要
な
財
源
の
確

保
に
関
す
る
特
別
措
置
法
」
に
基
づ
き
、
二

十
五
年
か
ら
、
所
得
税
と
併
せ
て
復
興
特
別

所
得
税
を
源
泉
徴
収
す
る
こ
と
と
な
り
、
私

学
事
業
団
に
関
す
る
次
の
所
得
も
対
象
と
な

り
ま
す
。

●
復
興
特
別
所
得
税
額

　

源
泉
徴
収
す
る
所
得
税
の
二
・
一
％
相
当
額

復
興
特
別
所
得
税
の

源
泉
徴
収

平
成
二
十
五
〜
四
十
九
年
分
の

　
　
　
　

所
得
税
に
適
用
さ
れ
ま
す

　

加
入
者
証
及
び
加
入
者
被
扶
養
者
証
（
以

下
、「
加
入
者
証
等
」
と
い
い
ま
す
）
の
適

正
な
使
用
を
確
認
す
る
た
め
、
私
学
事
業
団

で
は
毎
年
一
定
の
期
日
を
定
め
、
加
入
者
証

等
の
検
認
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

今
年
度
は
、
被
扶
養
者
再
審
査
を
併
せ
て

行
う
東
日
本
ブ
ロ
ッ
ク
（
県
コ
ー
ド
01
〜

15
）
と
、
検
認
の
み
を
行
う
西
日
本
ブ
ロ
ッ

ク
（
県
コ
ー
ド
16
〜
47
）
に
分
け
て
実
施
す

る
旨
を
本
誌
九
月
号
で
お
知
ら
せ
し
ま
し

た
。

　

今
月
号
は
、
西
日
本
ブ
ロ
ッ
ク
で
実
施
す

る
検
認
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

対
象
者

　

加
入
者
及
び
被
扶
養
者

　

加
入
者
証
等
の
記
載
内
容
に
変
更
が
な
い

か
、
あ
ら
た
め
て
確
認
を
お
願
い
し
ま
す
。

※ 

就
職
、
所
得
の
増
加
、
別
居
な
ど
に
よ
っ

て
被
扶
養
者
の
要
件
を
欠
い
て
い
る
場
合

は
、
速
や
か
に
「
被
扶
養
者
取
消
申
請
書
」

を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

　

学
校
法
人
等
へ
の
通
知

　

検
認
の
対
象
者
及
び
方
法
に
つ
い
て
は
、

十
一
月
中
旬
に
学
校
法
人
等
あ
て
に
通
知
し

ま
す
。

　

私
学
事
業
団
へ
の
報
告

　

結
果
に
つ
い
て
は
、「
加
入
者
証
等
検
認

結
果
報
告
書
」
で
報
告
し
て
く
だ
さ
い
。

無
効
の
加
入
者
証
等
の
回
収
と

返
納
の
お
願
い

　

無
効
の
加
入
者
証
等
に
つ
い
て
は
、「
加

入
者
証
回
収
調
査
票
」
を
送
付
す
る
な
ど
回

収
に
努
め
て
い
ま
す
が
、
な
か
な
か
回
収
率

が
上
が
り
ま
せ
ん
。

　

加
入
者
の
資
格
喪
失
や
被
扶
養
者
の
取
り

消
し
に
伴
い
、
無
効
と
な
っ
た
加
入
者
証
等

は
必
ず
回
収
し
、
返
納
し
て
く
だ
さ
い
。

① 　
「
資
格
喪
失
報
告
書
」
を
提
出
す
る
際

に
は
必
ず
加
入
者
証
等
（
限
度
額
適
用
認

定
証
・
高
齢
受
給
者
証
を
含
む
）
を
添
付

加
入
者
証
等
を
正
し
く
使
用
し
て
い
た
だ
く
た
め
に

平
成
二
十
四
年
度

　

加
入
者
証
等
の
検
認
の
実
施

業
務
部　

資
格
課

し
て
く
だ
さ
い
。
加
入
者
証
等
を
紛
失
に

よ
り
添
付
で
き
な
い
と
き
は
「
加
入
者
証

等
返
納
不
能
届
書
」を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

② 　

加
入
者
、
被
扶
養
者
、
任
意
継
続
加
入

者
が
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
加
入
し
た

後
は
、
本
事
業
団
の
加
入
者
証
等
は
使
用

で
き
ま
せ
ん
。
加
入
者
証
等
は
、
必
ず
返

納
し
て
く
だ
さ
い
。

〈加入者証〉〈加入者被扶養者証〉

〈所得税との合計源泉徴収税率〉

対象となる所得 税率（％）

積立貯金の利子所得 20.315
（住民税5％含む）

年
金

扶養親族等申告書を提出した人  5.105

扶養親族等申告書の提出がない人 10.21 

海外居住で課税対象となる人 20.42 

脱退一時金 20.42 

積立共済年金の年金給付 10.21 
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　　　　　　 配偶者や子に恒常的な収入があるが、被扶養者の範囲内であるため認定申請
したい

　給与収入や不動産所得等がある場合でも、恒常的な収入が被扶養者の限度額内であるときは被扶養者として認定されます。
【添付書類】

１　続柄及び生年月日を確認する書類
　　（①②のいずれか）

①配偶者・子の戸籍抄本（又は謄本）
② 配偶者・子の住民票（加入者が世帯主であって、続柄が明記されたものに
限る）

２　

 

配
偶
者
・
子
の
収

　
　

入
に
関
す
る
書
類

（1）自営業で事業所得がある人 ①所得証明書（所得の種類が確認できる最新のもの）
②確定申告書の写し（税務署の受付印のある最新のもの）
（①②のいずれか）

（2） 不動産所得、利子所得等が
ある人

（3） アルバイトやパート等で給
与収入がある人

勤務先の年収見込証明書及び社会保険未加入証明書
（平成24年版「事務の手引」149ページ参照。私学共済ホームページ〔様式用
紙等のダウンロード〕からひな型をダウンロードできます）

事例４ 60歳以上の配偶者を被扶養者として認定申請したい
　60歳以上の人は、年金（恩給、扶助料も含みます）の受給の有無や年金額等について確認するための書類が必要となります。
　また、年金以外に恒常的収入がある場合は、その金額を確認する書類も必要となりますので、 事例３ の収入に関する
書類も添付してください。
【添付書類】

１　続柄及び生年月日を確認する書類
　　（①②のいずれか）

①配偶者の戸籍抄本（又は謄本）
② 配偶者の住民票（加入者が世帯主であって、続柄が明記されたものに限る）

２　

配
偶
者
の
収
入
に
関
す
る
書
類

（1）年金請求中の場合
　　（①及び②いずれも）

① 年金事務所等が発行した年金見込額が確認できる書類、又は裁定請求書を
提出した年金事務所等の名称と概算額を記載した口述書（認定対象者の署
名・捺印のあるもの）

② 年金額決定後に被扶養者の収入限度額を超える年金の決定があった場合
は、さかのぼって被扶養者認定を取り下げる旨の誓約書（加入者の署名・
捺印のあるもの）

（2）年金受給中の場合 公的年金等の証書の写し（年金額等の記載のあるもの）
ただし、年金額が改定されている場合は、最新の改定通知書の写し

（3）年金を受給していない場合 公的年金を受給していない旨の口述書（認定対象者の署名・捺印のあるもの）
ただし、受給する権利があり、その年金額の全額が停止となっている場合は、
最新の改定通知書又は年金支給額変更通知書の写し

事例５ 任意継続加入者が再資格取得をしたときの認定申請
　私学共済制度の任意継続加入者が再資格取得する場合で、任意継続加入者の
ときに被扶養者として認定されていた人については、添付書類を省略できます。
　この場合は、「被扶養者認定申請書」の余白に「任意継続加入者からの再資
格取得」と朱書きのうえ、任意継続加入者であったときの加入者番号も明記し
てください。

事例６ 加入者が継続資格取得したときの認定申請
　前任校から認定されている被扶養者については、そのまま継続して被扶養者
認定されます。したがって手続きは必要ありません。
　なお、被扶養者の要件を欠いたときは、「被扶養者取消申請書」を取消日に
在職している学校法人等から提出してください。

事例３

A校
任意継続
加入者

　認定申請書
（添付書類
　省略可）

A校 B校

　認定申請　
　手続き不要
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―ポイントと事例②―被扶養者認定申請
　10月号では、被扶養者になれる人の範囲や収入及び添付書類について「出
生に伴う子の認定」と「子の扶養替え」の２つの事例を挙げて説明しました。
　今回は、加入者の資格取得に伴う配偶者や子の被扶養者認定 について
説明します。この場合、被扶養者認定の事由発生日は資格取得日となりま
す。申請は、資格取得した日から30日以内に行ってください。

※ 65歳未満の加入者が20歳以上60歳未満の配偶者を被扶養者として認定申請する場合は、「国民年金第３号被保険者資格取得・
種別変更・種別確認（３号該当）届」を「被扶養者認定申請書」と同時に提出してください。
※ 「被扶養者認定申請書」及び国民年金第３号被保険者の届出用紙は複写式のため、私学共済ホームページからダウンロードでき
ません。用紙は、共済事業本部又は各ガーデンパレス（東京・京都を除く）共済業務課へ請求してください。

　　　　　　 前の健康保険制度（国民健康保険を除きます）から引き続いて配偶者や子を
被扶養者として認定申請したい

　加入者が他の健康保険制度（国民健康保険を除きます）から引き続き資格取得をする場合（前の職場を退職した日又は
翌日に私学共済制度に加入するとき）で、前の健康保険制度で配偶者や子が被扶養者として認定されていたときは、添付
書類を次の書類に代えることができます。
【添付書類】

前の健康保険制度で被扶養者として認定されていたことが確認できる書類
　健康保険証、組合員証の写し又は資格証明書など（続柄、生年月日が確認できるもの）
※子のみの認定で、学校法人等から扶養手当が支給されない場合は、夫婦共同扶養に関する書類（上記［注］）も必要です。

事例２ 配偶者や子に恒常的な収入がないため、被扶養者として認定申請したい
　原則として18歳以上60歳未満の人を認定申請するときは次の書類が必要です。
【添付書類】

１　続柄及び生年月日を確認する書類
　　（①②のいずれか）

①配偶者・子の戸籍抄本（又は謄本）
② 配偶者・子の住民票（加入者が世帯主であって、続柄が明記されたものに
限る）

２　配偶者・子の収入に関する書類
　　（①②のいずれか）

①非課税証明書（最新のもの）
② 有効期限の記載のある学生証の写し又は在学証明書（昼間部の在籍及び修
了年限が明示されたものに限る）

※大学院生・夜間部・通信教育課程の学生は①に限ります。

　なお、最近日本に帰国又は入国したため、非課税証明書が取れないときは、ア及びイの書類が必要です。
　ア　非課税証明書が交付されない理由及び国内・国外における収入がない旨の口述書
　イ　氏名、生年月日及び出入国年月日の記載されているパスポートの写し又は戸籍の附票

①加入者との続柄及び生年月日を確認する書類
②認定対象者自身の恒常的収入が被扶養者の限度額内であるかどうかを確認する書類
③夫婦共同扶養に関する書類［注］

［注］夫婦共同扶養に関する添付書類
　　 　子を申請する場合、被扶養者とすべき子の人数にかかわらず夫婦それぞれの年間収入の多い方の被扶養者と

なります。その際、源泉徴収票の写し、所得証明書、勤務先の年収見込証明書などで収入を確認します（配偶
者が育児休業等により休業している場合、配偶者の年間収入は休業前の金額で比較します）。

「被扶養者認定申請書」に添付する書類

事例１

業務部　資格課業務部　資格課



年内の手続き書類の
受け付け・処理

　年内の共済業務の書類等の受け付け及び処理は、次の
とおりです。
資格関係
• 加入者証等の交付及び資格関係の確認通知書は、12
月13日（木）受付分までを年内に発送する予定です。

• 資格取得・喪失は、12月19日（水）受付分までを12月
分の掛金で調定する予定です。 【資格課】
短期給付関係
• 短期給付関係の請求は、12月７日（金）受付分までを
年内に送金する予定です。 【短期給付課】
貸付関係
• 年内最終送金（12月25日〈火〉）の貸付申し込みは、11
月30日（金）が締め切りです。 【貸付課】

　上記の受け付け及び処理は、書類等に不備がないこ
とを前提としています。
　年末の業務は12月28日（金）までとなっていますの
で、書類等は期限に余裕をもって提出してください。

児童手当拠出金の納付対象基準額が
決定しました

　平成24年の定時決定による基準額は、182万円となり
ました（前年183万円）。10月調定時に長期給付にかかる
標準給与の月額の合計が182万円以上となる学校法人等
については、24年10月分から25年９月分までの間、掛金
とあわせて児童手当拠出金を納付することになります。
納付額については、「掛金・児童手当拠出金納付通知書」
で通知します。
　なお、定時決定時の基準額により納付対象となった学
校法人等は、その後に長期給付にかかる標準給与の月額
の合計額が基準額を下回ることになっても、その期間内
においては、児童手当拠出金を納付することになります。
 【掛金課】

加入者証等の検認及び被扶養者再審査の
提出期限（東日本ブロック 県コード01～15）

　加入者証等の検認及び被扶養者再審査の報告書は、
11月15日（木）までに提出してください。 【資格課】

積立共済年金・共済定期保険の
後期加入申込期間

　積立共済年金・共済定期保険の後期加入申込期間はい
ずれも11月１日（木）から11月30日（金）までとなります。
新規加入・加入内容の変更等をする場合は、加入申込期
間内に申し込んでください。 【保健課】

月報私学10月号の訂正

　本誌24年10月号（VOL.178号）の「「共済年金職域部
分と退職給付に関する有識者会議」報告書の概要」の記
事において誤りがありましたので、おわびして下記のと
おり訂正します。
３頁　１段目終わりから10行目
　　　　誤「退職時まで」　　正「退職後まで」
　　　２段目始めから５～６行目
　　　　誤「仕組みにより」　正「仕組みより」

〒113 - 8441　文京区湯島1-7-5

☎03（3813）5321（代表）
ご照会の際には、学校記号番号、加入者番号を
お手元にご用意ください。

共済業務

１日（木） 積立共済年金・共済定期保険  後期加入申し込み開始

２日（金） 貸付  送金

６日（火） 貸付  10月分定期償還期限

９日（金） 貯金  払込期限（必着）

15日（木）
貸付  12月３日送金申し込み・任意償還申出締め切り
アイリスプラン  年金コース加入申し込み締め切り

20日（火） 貯金  送金

22日（木）
貸付  送金
貯金  払戻・解約請求締め切り
積立共済年金  脱退申出等締め切り

28日（水）
掛金  10月分掛金口座振替（自振校のみ）
貸付  11月分定期償還口座振替（自振校のみ）

30日（金）
貸付  12月25日送金申し込み締め切り
掛金  10月分納期限
積立共済年金・共済定期保険  後期加入申し込み締め切り

３日（月） 貸付  送金

６日（木） 貸付  11月分定期償還期限

10日（月） 貯金  払込期限（必着）

14日（金） 貸付  １月４日送金申し込み・任意償還申出締め切り

月の共済業務スケジュール月の共済業務スケジュール1111

月の共済業務スケジュール月の共済業務スケジュール1212
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私学事業団ホームページ　http://www.shigaku.go.jp/
助成業務　http://www.shigaku.go.jp/s_home.htm
共済業務　http://www.shigakukyosai.jp/（私学共済ホームページ）



「平成23年度学術研究振興資金
学術研究報告」を作成しました

　平成23年度に交付した ｢学術研究振興資金｣ の74研究
課題及び ｢若手研究者奨励金｣ の20研究課題について、
その研究成果を取りまとめ、｢平成23年度学術研究振興
資金　学術研究報告｣（CD-ROM）を作成しました。
　一般の研究者の方など
で、当該「学術研究報告」
の送付をご希望される場合
は、助成部寄付金課までお
気軽にお問い合わせくださ
い。

 助成部　寄付金課
 ☎03（3230）7316・7319
 Ｅメール　kifukin@shigaku.go.jp

被災された私立学校へ寄付サイト
「私学支援ポータルサイト」のご案内

　東日本大震災により被災された私立の幼稚園、小学校、
中学校、高等学校、短期大学、大学等への寄付金を橋渡
しするため、私学事業団のホームページに「私学支援ポー
タルサイト」を開設しています。このサイトは、被災地
の私立学校を支援できる環境を構築するための情報を収
集し、企業等の法人又は個人と被災した私立学校をマッ
チングさせて、寄付金の授受を可能にします。また、イ
ンターネット経由で寄付金を募集することや、申し込み
を行うことができます（下記、「支援の流れ」参照）。
　本年10月１日までに45法人に対して、総額2,297万円
の支援が実現しています。
　詳しい内容につきましては、私学事業団ホームページ
▶私学支援ポータルサイトをご覧ください。

◇支援の流れ

 助成部　寄付金課
 ☎03（3230）7317・7318
 Ｅメール　shien-ps@shigaku.go.jp

〒102 - 8145　千代田区富士見1-10-12

☎03（3230）1321（代表）助成業務

寄付支援を希望する
私立学校

私学事業団
寄付支援を申し出る

企業・個人・学校法人等

 ⑤　寄付金の授受

② 希望公表

③ 寄付登録

① 希望登録

④ 寄付提案

「月報私学」の回覧に
ご協力ください

　　　　　　　　　　　〔　〕内は前職
◆本部職員（平成24年10月１日付）

　　総務課長
　　兼総務課課長補佐事務取扱
　　　　　　　　　　　堀　　　敏　明
　　　　　　〔総務部参事（総務担当）〕

　　補助金課長　　　　田　中　裕　介
　　　　　　　　　　　　　〔総務課長〕

　「月報私学」は、全国の学校法人等あてに送
付しています。個人の購読希望については受け
付けていません。
　限られた部数の送付となりますので、本誌を
広くご活用いただくためにも、法人等内での各
部署への回覧にご協力くださいますようお願い
します。
　また、私学事業団ホームページ▶刊行物▶月
報私学にも掲載していますので、ご覧ください。

人　事　異　動
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（「月報私学」はホームページにも掲載しています）I N FORMAT ION



融資事業のご案内融資事業のご案内

宿泊施設のご案内宿泊施設のご案内
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月報私学　11月号（VOL．179）平成24年11月1日発行
編集・発行　日本私立学校振興・共済事業団　〒102-8145　東京都千代田区富士見1-10-12　☎03（3230）7810・7811（企画室）

（禁無断転載） 

私学共済ホームページから宿泊予約ができます。
http://www.shigakukyosai.jp/

問 い 合わせ先
（私学振興事業本部）

融資部　融資課　☎03（3230）7862～7867
Ｅメール yushi＠shigaku.go.jpご相談はお早目にどうぞ

平成24年度融資のご相談、お待ちしています！

校舎、園舎等の施設の建築
（改修も含みます）

校地、園地の購入

機器備品の購入

　私学事業団融資は、長期資金（据置期間
を含めて最大20年）・固定金利・元金均等
償還です。
　施設整備をご計画なら「安心で、安定感
のある」本事業団資金のご利用を検討され
てはいかがでしょうか。

　24年度融資のご希望については、現在受
付中です。

■融資金利表（平成24年11月１日現在）

融資費目
返済期間

20年以内
（うち据置２年）

10年以内
（据置年数含む）

６年以内
（据置年数含む）

【一般施設費】
　　 校(園)舎、体育館、講堂、遊

戯室等の建築事業等並びに校
(園)地の買収事業等

年％ 年％ 年％

1.5 0.8 0.6
【特別施設費】
　　 寄宿舎、国際交流会館、セミ

ナーハウス等の建築事業並び
に当該施設建築のための土地
買収事業等

1.6 0.9 ―

【教育環境整備費】
　　校教具、通園バス等の購入
　　 ※幼稚園、特別支援学校、専

修学校が対象
― ―

5年6か月以内
（うち据置6か月）

0.5
【教育環境整備費】
　　 大型設備・情報技術整備等 ― 0.8 ―
※融資金利は毎月の金利情勢により変更することがあります。
※上記費目以外にも災害復旧事業、公害対策事業等が対象となります。

京都市指定名勝の建物と庭園をお楽しみください

京　都　 白　河　院 〒606-8333　京都市左京区岡崎法勝寺町16　☎075（761）0201
（JR「京都」駅より市バス５号系統「岩倉」行きで「法勝寺町」下車すぐ）

１泊２食　１名様　

12,495円・13,650円・14,805円
※ 夕食の内容により、上記の３コースのいず
れかをお選びいただけます。

四季折々の季節感を生かした本格的な京会席
を、日本庭園と大正時代の数奇屋建築でお楽
しみください。

本格的京会席コース本格的京会席コース

　かつて白河天皇により建立された法勝寺があったとされる洛
東・岡崎法勝寺町。その地に佇

たたず

む京都宿泊所「白河院」は、明治
から昭和初期にかけて活躍した建築界の重鎮・武田五一による設
計の数寄屋造り（旧館）と、七代目小川治兵衛によって作庭され
た池泉回遊式の庭園を有しています。両巨匠の力作の競演をぜひ
お楽しみください。




